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平成20年度第1回坂東市補助金検討委員会〔資料１〕後日回答資料

増減額の内訳（主なもの）
（増額）H19 単位：円

決算見込 事由 事業分類 所管課名

116,218,000 皆増 補助事業 子育て支援課

〔内訳〕 国補助 77,479,000
市補助 38,739,000
補助金計 116,218,000
自己資金 143,782,000
総事業費 260,000,000

135,639,000 皆増 補助事業 子育て支援課

〔内訳〕 国補助 90,426,000
市補助 45,213,000
補助金計 135,639,000
自己資金 174,481,000
総事業費 310,120,000

17,000,000 皆増 補助事業 農政課

〔内訳〕 県補助 8,500,000
市補助 8,500,000
補助金計 17,000,000
自己資金 16,567,975
総事業費 33,567,975

10,467,000 皆増 補助事業 農村整備課

〔内訳〕 国補助 6,280,000 総事業費の60%
市補助 4,187,000 総事業費の40%
補助金計 10,467,000

※ 国補助 6,280,000 総事業費の60%
市補助 2,093,500 総事業費の20%
地元（受益者負担金） 2,093,500 総事業費の20%
総事業費 10,467,000

名　　称

①あかつき保育園施設整備費補助金

②小山保育園施設整備費補助金

③みんなで進めるむらづくり事業費補助金

【目的】
　社会福祉法人が社会福祉施設を整備する場合に、費用の一部を補助することにより、社会福祉施設の整備促
進を図り、もって福祉の増進に資する。

点数制（定員数）総事業費の約30%

国補助の1/2【概要】H19新規事業
・定員増（90→120名）による園舎の
改築
・鉄骨1階416.2㎡→鉄骨2階1,049㎡

④経営体育成基盤整備推進事業（寺久・三地区）補助金

【目的】
　市の基本産業である農業の耕地区画の整理、用排水路整備等の基盤整備を行うことにより、農業機械の操作
性が向上し、労働力の軽減や採算性が向上する。

【概要】H19新規事業
・地元から受益者負担金として、総
事業費の20%（2,093,500円）を納付
する。
・その結果、※のとおり総事業費に
対する負担割合は、国60%、市20%、
地元20%となる。

【目的】
　活動拠点となる集落センター施設を整備することにより、地域自らが農業生産、農村文化等の農村コミュニティ
活動に取組むことができる。

【概要】H19新規事業
・上新田コミュティセンターの建設

補助対象事業費の2/3
（負担割合　県、市　各1/2）

【目的】
　社会福祉法人が社会福祉施設を整備する場合に、費用の一部を補助することにより、社会福祉施設の整備促
進を図り、もって福祉の増進に資する。

【概要】H19新規事業
・定員増（120→150名）による園舎
の改築
・木造2階828.8㎡→鉄骨2階1,356㎡

点数制（定員数）総事業費の約30%

国補助の1/2
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8,000,000 皆増 市単独 商工観光課

〔内訳〕 市補助 5,000,000
市補助 3,000,000 商品券総額の3%
補助金計 8,000,000
商品券総額 100,000,000
販売店負担 2,200,000 商品券総額の2.2%
商工会 2,300,000 商品券総額の2.3%
総事業費 112,500,000

5,795,000 皆増 補助事業 農政課

〔内訳〕 国補助 5,795,000
補助金計 5,795,000
自己資金 5,798,350
総事業費 11,593,350

⑤プレミアム商品券事業補助金

⑥原油価格高騰対応省エネルギー型農業機
械等緊急整備対策事業費補助金

【目的】
　商工会が行うプレミアム（1万円に対して10%）を付けた商品券の販売事業に対し、商品券の販売金額の一部を補
助することにより、市内商業の活性化と合わせて、坂東市の振興を図る。

【概要】H19新規事業
・10,000円に対してプレミアム10%付
きの商品券（11,000円分）販売

商品券総額100,000,000×ﾌﾟﾚﾐｱﾑ10%×50%

【目的】
　今般の原油高騰に耐えうる農業の生産体制を確立するため、省エネ計画を策定し、省エネルギー型の田植機や
コンバイン等の農業機械等を導入する協同組織等に対して購入金額の一部を補助する。

【概要】H19新規事業
・省エネルギー型の田植機等に対
し、購入金額の半額を補助する。

総事業費の1/2（国補助のみ）
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（減額）H18→H19 単位：円
決算見込 事由 事業分類 所管課名

△ 90,398,000 皆減 補助事業 子育て支援課

〔内訳〕 国補助 60,398,000
市補助 30,000,000
補助金計 90,398,000
自己資金 84,602,000
総事業費 175,000,000

△ 42,273,000 減額 市単独 企画調整課

〔内訳〕 【H18】
49,267,000 H18で終了
6,400,000
6,100,000

0
【H19】

13,494,000 ※H21から支出項目見直し→負担金

6,000,000 ※H20で終了
19,494,000

△ 15,895,466 減額 市単独 農政課

〔内訳〕 【H18】668人
麦･大豆飼料用作物 810,000 10,000円/10a×8.1ha
一般作物 2,786,000 7,000円/10a×39.8ha
特例作物 2,205,000 7,000円/10a×31.5ha
調整水田 255,000 5,000円/10a×5.1ha
保全管理 154,000 1,000円/10a×15.4ha

 地域振興作物とうもろこし 406,000 7,000円/10a×5.8ha
個人達成加算金 2,995,000 5,000円/10a×59.9ha
土地利用集積 7,140,405 30,000円/10a×23.80135ha
地力増進作物種子配布 1,624,860
集荷円滑化対策加入分 -2,298,567
産地づくり交付金不足分補充 3,439,401
補助金計 19,517,099
【H19】38人
ハウス、果樹 1,170,633 12,000円/10a×9.755275ha
土地利用集積 2,451,000 30,000円/10a×8.17ha
補助金計 3,621,633

名称

【目的】
　社会福祉法人が社会福祉施設を整備する場合に、費用の一部を補助することにより、社会福祉施設の整備促
進を図り、もって福祉の増進に資する。

①すずのき保育園施設整備費補助金

【概要】H18改築終了
・木造1階415.34㎡→木造2階802.93
㎡
・定員60→80名

点数制（定員数）総事業費の約30%

国補助の1/2

【目的】
　上水道における第一次拡張事業、基本料金の格差是正、建設改良事業に対して補助することにより、未普及地
域の解消を図るとともに、合併前の両市町間の格差是正を図る。

②上水道事業会計補助金
61,767,000円→19,494,000円

第1次拡張工事に伴う一般会計負担金

建設改良工事に伴う一般会計負担金

基本料金差金

③産地づくり推進補助金
19,517,099円→3,621,633円

建設改良工事に伴う一般会計負担金

基本料金差金
補助金計

【概要】単価等の見直しによる減
・猿島地区のみ（岩井地区は水田農
業構造改革対策個人達成補助金）

【概要】事業の完了等による減
・第1次拡張工事に伴う一般会計負
担金がH18終了したため減となっ
た。
・今後、基本料金差金はH20で終
了、建設改良工事に伴う一般会計
負担金はH21から支出項目を見直
す。

補助金計

【目的】
　米政策改革に基づいて、生産調整目標面積を100%達成し、坂東市水田農業ビジョンの助成要件に該当する転
作方策を行ったものに対して助成する。
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△ 7,146,000 減額 補助事業 生活環境課

〔内訳〕 【H18】
5人槽 14,364,000 342,000円×42基
7人槽 21,114,000 414,000円×51基
10人槽 2,685,000 537,000円×5基
補助金計 38,163,000
【H19】
5人槽 14,700,000 294,000円×50基
7人槽 14,022,000 342,000円×41基
10人槽 2,295,000 459,000円×5基
補助金計 31,017,000

△ 6,244,269 減額 市単独 農政課

〔内訳〕 【H18】1,021人
岩井地区 20,898,720 5,000円/10a×417.9744ha
補助金計 20,898,720
【H19】1,207人
岩井地区 11,304,741 2,500円/10a×452.18964ha
猿島地区（産地づくり対象外） 3,349,710 2,500円/10a×133.9884ha
補助金計 14,654,451

△ 4,657,255 減額 市単独 農村整備課

〔内訳〕 【H18】
西総土地改良区 3,143,000
逆井土地改良区 1,020,000
七郷中川土地改良区 2,130,000
補助金計 6,293,000
【H19】
安天土地改良区 815,745
吉田用水土地改良区 220,000
香取前 600,000
補助金計 1,635,745

【概要】単価等の見直しによる減
・岩井地区のみ（猿島地区は産地づ
くり推進補助金）

【目的】
　土地改良施設のポンプやモーターのオーバーホール、機械等の部品の交換などのように数年に1回行うような
施設の整備補修に対して、施設の機能の保持と耐用年数の確保を目的として補助する。

【概要】対象者、補修内容の変更に
よる減
・5年間、経費の一部（30%）を均等に
積立していくと、事業実施時に事業
費の90%（負担割合：国、県、市　各
30%）が交付される。残り10%は自己
負担。
・国、県補助金は、直接団体へ支払
われる。

事業費の30%

事業費の30%

⑥維持管理適正化事業補助金
6,293,000円→1,635,745円

【概要】国補助の単価変更による減
・342,000→294,000円：△48,000
・414,000→342,000円：△72,000
・537,000→459,000円：△78,000
・負担割合は、国、県、市　各1/3

【目的】
　合併処理浄化槽を設置し、生活雑排水を処理することにより、生活排水による公共用水の水質汚濁を防止す
る。

【目的】
　米の生産調整を実施することにより、米の生産、需要と価格の安定が図れる。転作達成者に対して、達成面積
に応じて助成する。

④合併処理浄化槽設置事業費補助金
38,163,000円→31,017,000円

⑤水田農業構造改革対策個人達成補助金
20,898,720円→14,654,451円
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